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労働市場の動き（令和３年３月） 
 

青森労働局職業安定部職業安定課 

○ 県内の景気の動向 

本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から依然として厳しい

状況にあるなか、持ち直しの動きが続いているものの、一部に弱さが見ら

れる。 

【青森県：４月２日発表 青森県経済統計報告 

（令和３年１月・２月の経済指標を中心として）】 

 

県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響からサービス消費を

中心に引き続き厳しい状態にあるが、基調としては持ち直している。この

間、企業の業況感は、製造業がけん引するかたちで改善した。 

最終需要の動向をみると、住宅投資は、概ね横ばい圏内となっている。

公共投資は、横ばい圏内で推移している。個人消費は、県内外での新型

コロナウイルス感染症の感染拡大の影響から、持ち直しの動きが一服し

ている。設備投資は、製造業を中心に増加している。 

生産は、持ち直しの動きが拡がりを伴いつつ続いている。雇用・所得情

勢は、新型コロナウイルス感染症の影響から、弱い動きとなっている。 

【日本銀行青森支店：４月21日発表 県内金融経済概況４月公表分】 

 

2021（令和3）年３月度の青森県企業倒産は５件（前年同月比50.00％

減）、負債総額は7億100万円（同76.32％減）。倒産件数は前年比で５件減

少したが、前月比では３件増加し、直近11か月では最も多い件数となった。

ただし、負債総額に関しては、負債額１億円未満の小規模倒産が多く、負

債額27億円の大型倒産発生が全体を大きく押し上げた前年に比べ大幅

に減少した。 

現在、セーフティーネットの融資枠拡大や雇用調整助成金の延長など、

手厚い資金繰り支援策で企業倒産の急増は抑えられているものの、前年

に引き続き2021（令和３）年３月においても青森県内で新型コロナウイル

ス関連倒産が４件発生、その中でも飲食関係の業種が目立った。 

青森労働局が３月30日に発表した２月の青森県内の有効求人倍率は

前月比0.07ポイント減の0.89倍で、10カ月連続で１倍を下回った。又、0.8

倍台となるのは2015年４月以来６年振りで、新型コロナウイルスの影響が

長期化し、多くの企業が採用活動を手控えている事が見てとれる。 

一方、経済産業省は３月26日企業の業態転換を促す補助金の申請受

付を４月中旬に始めると発表。新型コロナウイルス感染拡大で打撃を受

けた中小企業などの事業を立て直すため、新製品やサービスの変革を後

押しするのが狙いで、建物の改修費や設備費として最大１億円を支援す

る。又、政府は３月23日に新型コロナウイルスの影響で打撃を受けている

大企業や中堅企業の資金繰りなどを支援するため、政府系金融機関が

単独でも融資できるようにするなどのルール変更を正式に決定した。 

この様な各種支援策が次々と打ち出され、これ等が事業者への当面の

延命策となっている事は事実だろう。ただし、現在宮城県と山形県では県

独自の緊急事態宣言が出され、東北全体に警戒感が広がっている。経済

の再停滞は避けられず、先行きの不透明感も依然として払拭されない。 

事業者は「ウィズコロナ」を踏まえた経営転換を迫られるが、感染がさら

に拡大し、継続的な対応が難しくなった企業を中心に、息切れ倒産が相

次ぐ可能性は否定できない。 

【東京商工リサーチ青森支店：４月２日発表 令和３年３月度青森県企業倒産状況】 
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雇用情勢をみると、月間有効求職者数(季節調整値)は25,121人で前月

に比べ881人減少、月間有効求人数(同)は24,466人で前月に比べ1,225人

増加した。有効求人倍率(同)は0.97倍で、前月を0.08ポイント上回った。 

新規求人倍率(季節調整値)は1.65倍で、前月を0.03ポイント上回った。 

また、就業地別有効求人倍率（同）1.04倍となり、前月を0.07ポイント上

回った。 

正社員有効求人倍率（原数値）は0.81倍で前年同月を0.03ポイント上回

った。 

 

○ 労働市場の概況 

月間有効求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同

月比2.4％(639人)減少の25,560人、全数のうち常用(パートタイムを除く原

数値)は同0.3％(48人)減少の15,123人となった。 

月間有効求職者全数(同)は、前年同月比8.4％(1,968人)増加の25,302人、

全数のうち常用(同)は同1.6％(240人)増加の14,996人となった。 

この結果、全数の有効求人倍率(原数値)は1.01倍となり、前年同月を0.11

ポイント下回った。 

新規求人倍率(原数値)は1.57倍で、前年同月を0.01ポイント上回った。 

パートタイム有効求人全数(原数値)は、前年同月比8.8％(842人)減少の

8,772人、同有効求職者全数(同)は同3.3％（257人）増加の8,004人となり、

同有効求人倍率は1.10倍で前年同月を0.14ポイント下回った。 

 

○ 求人の動向 

新規求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比

7.8％(742人)増加の10,306人、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は

同6.6％(356人)増加の5,791人、臨時・季節は同27.5％（168人)増加の778人、

パートタイムは同6.2％(218人)増加の3,737人となった。 

また、産業別新規求人全数の前年同月比は、建設業28.6％（387人）、宿

泊業,飲食サービス業39.8％（194人）、サービス業14.6％（155人）、製造業

11.9％（79人）等で増加し、運輸業,郵便業22.1％（117人）、教育,学習支援業

30.8％（76人）等で減少した。 

製造業の内訳をみると、食料品製造業,飲料・たばこ・飼料製造業12.9％

（36人）、鉄鋼業,非鉄金属製造業66.7％（18人）等で増加し、金属製品製造

業35.2％（38人）等で減少した。 

新規求人数における正社員求人数の割合は46.3％で前年同月比2.5ポイ

ントの上昇、有効求人数における割合は47.8％で同3.9ポイント上昇した。 

 

○ 求職の動向 

新規求職申込件数全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年

同月比6.5％(402件)増加の6,546件となった。全数のうち常用(パートタイムを

除く)は同4.7％（185件)増加の4,160件、臨時・季節(同)は同9.3％（29件)増加

の342件、パートタイムは同10.1％(188件)増加の2,044件となった。 

中高年齢者（パートタイムを除く原数値）は、前年同月比7.6％（154件）増

加の2,193件となった。 

また、新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合は

30.6％(前年同月31.5％)、常用新規求職者に占める基本手当受給資格決定

件数の割合は31.9％(同35.0％)となっている。 

常用新規求職者(パートタイムを含む原数値)の希望職種別構成は、専門



 - 3 -

的・技術的職業9.8％(前年同月10.2％)、事務的職業21.3％(同21.3％)、販売

の職業7.5％(同5.7％)、サービスの職業13.1％(同12.9％)、生産工程の職業

7.8％(同7.4％)、運搬・清掃・包装等の職業15.2％（同14.3％）などとなってい

る。 

 

○ 就職の動向 

就職全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比5.3％

（164件）減少の2,916件、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は同

1.9％(29件)増加の1,577件、臨時・季節(同)は同4.7％(8件)減少の163件、パ

ートタイムは同13.6％(185件)減少の1,176件となった。 

また、雇用保険基本手当受給者(パートタイムを除く原数値)の就職件数

は前年同月比2.8％（12件)減少し410件となった。 

受給資格決定件数(基本手当＋高年齢)に対する就職率は24.3％(前年同

月25.9％)と前年同月を1.6ポイント下回った。 

パートを含む常用の新規求職者に対する就職率をみると、42.0％(同

47.6％)と前年同月を5.6ポイント下回った。 

また、常用求職者全数に対する就職件数の職種別構成は、専門的・技術

的職業17.1％、事務的職業20.2％、販売の職業5.5％、サービスの職業

18.3％、生産工程の職業9.9％、運搬・清掃・包装等の職業13.2％などとなっ

ている。 

 

○ 充足の動向 

充足全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比5.0％

(150件)減少の2,859件となった。 

また、産業別でみると、充足全数のうち前年同月比で製造業22.0％（42

件）、宿泊業,飲食サービス業21.3％（19件）等で増加し、運輸業,郵便業

35.3％（48件）、教育,学習支援業39.7％（56件）等で減少した。 

 

 

※「新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合」、「常用新規求職

者に占める基本手当受給資格決定件数の割合」及び「基本手当受給資格決定件

数（高年齢を含む）に対する就職率」は、いずれも速報値であり、修正する可能性が

あること。 
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（注）　季節調整値計算（季節調整値替え）は､毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ､季節調整済系列が改訂される。

都  道  府  県  別  有  効  求  人  倍  率  ：  季  節  調  整  値

（ 新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む ）

 令和 ３ 年 ３ 月　全国平均　１．１０倍　［原数値１．１２倍］

（資料出所）　厚生労働省「職業安定業務統計」。
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